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Ⅲ 連結財務書類について 

 

１ 対象範囲 

 県には、発電事業や下水道事業等の公営事業のように一般会計以外の特別会計等を設け

て行っている事業があります。また、第三セクター等には県が職員を派遣したり支援を行

うなど県の行政サービスと密接な関係を持つ団体が多くあります。 

 このように普通会計だけでは、県全体としての財務状況を必ずしも把握できない場合が

あることから、連結財務書類は、県と各団体を一体のものとみなして連結し、会計・団体

間の取引を相殺消去した上で、財務状況、業績、純資産の変動等の状態を明らかにしてい

ます。 

 連結の範囲は、県の普通会計及び公営事業会計並びに県の関与及び財政支援の下で県の

事務事業と密接な関連を有する業務を実施している関係団体※としています。普通会計と

公営事業会計を合わせたものを秋田県全体の財務書類として、さらに関係団体を計３６団

体合わせたものを連結財務書類として作成しています。 
 
※  県が設立した地方独立行政法人及び地方公社並びに県が資本金、基本金その他これに

準ずるものの２５％以上を出資し役員の派遣、財政支援等の実態から県が当該法人の運営
に主導的な立場を確保していると認められる法人 

 ※１ 普通会計については P14 を参照 

※２ 病院事業：地方独立行政法人秋田県立病院機構施設整備等貸付金特別会計 

※３ 宅地造成事業（３特別会計）：能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計、秋田港飯

島地区工業用地整備事業特別会計、工業団地開発事業特別会計 

連結対象範囲

普通会計（一般会計、公営事業会計 公営事業会計（その他）

　　　　　以外の１１特別会計※１） 病院事業※２

公営事業会計（公営企業） 宅地造成事業
※３

電気事業 下水道事業
工業用水道事業 港湾整備事業

地方独立行政法人（４） 地方公社（１）
 地方独立行政法人　秋田県立療育機構  秋田県土地開発公社
 地方独立行政法人　秋田県立病院機構
 公立大学法人　国際教養大学
 公立大学法人　秋田県立大学

第三セクター等（３１）
 (一財)秋田県総合公社 秋田県漁業信用基金協会
 (公財)秋田県国際交流協会 秋田県信用保証協会
 (公財)秋田県長寿社会振興財団  (株)秋田県分析化学センター
 (公財)あきた移植医療協会  (株)秋田県食肉流通公社
 (公財)秋田県生活衛生営業指導センター  田沢湖高原リフト(株)
 (公財)秋田県栽培漁業協会  (株)玉川サービス
 (公財)秋田県林業労働対策基金  (株)秋田ふるさと村
 (公財)秋田県木材加工推進機構  十和田ホテル(株)
 (公財)秋田県林業公社  (株)男鹿水族館
 (公財)あきた企業活性化センター  秋田臨海鉄道(株)
 (一財)秋田県資源技術開発機構  秋田空港ターミナルビル(株)
 (一財)秋田県建築住宅センター  秋田内陸縦貫鉄道(株)
 (公財)暴力団壊滅秋田県民会議  由利高原鉄道(株)
 (公社)青少年育成秋田県民会議  大館能代空港ターミナルビル(株)
 (公社)秋田県農業公社  (株)マリーナ秋田
 (公社)秋田県青果物基金協会

全
体

秋
田
県

連
結

21



（Ⅲ 連結財務書類について） 

２ 概要 

（１）連結貸借対照表(概要) 

 

平成２５年度末の資産は、３兆５，３１６億円となっています。そのうち建物、土地、

機械設備、無形固定資産等の公共資産が３兆２，０９１億円と大部分を占めています。 

負債は１兆５，４５３億円で、純資産は１兆９，８６３億円となっています。 

    

①連結貸借対照表（総括） （単位：億円）

資産の部 金額 負債の部 金額

１．公共資産 32,091 １．固定負債 14,269

　(1) 事業用資産 9,620 　(1) 普通会計地方債 12,102

　(2) インフラ資産 22,408 　(2) 公営事業会計地方債 334

　(3) 無形固定資産 46 　(3) 関係団体長期借入金等 145

　(4) 売却可能資産 17 　(4) 退職手当等引当金 1,441

２．投資等 2,250 　(5) その他 247

　(1) 投資及び出資金 292 ２．流動負債 1,184

　(2) 貸付金 264 　(1) 翌年度償還予定地方債等 879

　(3) 基金等 1,222 　(2) 短期借入金 21

　(4) 長期延滞債権 81 　(3) 翌年度支払予定退職手当 125

　(5) その他 392 　(4) その他 159

３．流動資産 975 負債合計 15,453

　(1) 資金 714 純資産の部

　(2) 未収金 36

　(3) 販売用不動産 129 純資産合計 19,863

　(4) その他 96

４．繰延勘定 0

資産合計 35,316 負債及び純資産合計 35,316

（単位：億円、倍）

②連結貸借対照表

　　（主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

資産の部

公共資産 29,839 1,696 31,536 504 0 51 32,091 1.06 1.08

投資等 2,082 112 2,158 19 7 1,000 2,250 1.04 1.08

流動資産 506 202 714 67 1 2,846 975 1.41 1.93

　　合計 32,427 2,011 34,407 589 8 3,897 35,316 1.06 1.09

負債及び純資産の部

固定負債 13,634 312 13,964 171 1 588 14,269 1.02 1.05

流動負債 1,040 30 1,073 36 0 2,735 1,184 1.03 1.14

負債合計 14,674 342 15,037 207 2 3,323 15,453 1.02 1.05

純資産合計 17,753 1,669 19,371 382 7 574 19,863 1.09 1.12

合計 32,427 2,011 34,407 589 8 3,897 35,316 1.06 1.09

連単倍率
普通会計

公営事業
会計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター等
連結

（純計） （B）
／

（Ａ）

（C）
／

（Ａ）
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（Ⅲ 連結財務書類について） 

 

ア 資産の状況 

 連結対象を単純合計した金額から、連結対象会計・団体間の貸付金や出資金等を

相殺消去等した金額を「純計」といいます。 

 連結純計において資産合計は、普通会計の１．０９倍です。 

 大部分を占める公共資産については普通会計の１．０８倍で、主なものは、下水

道事業、秋田県立大学の有形固定資産です。 

投資等は、普通会計の１．０８倍です。主なものは、(公財)秋田県林業公社の特

定資産等、秋田県信用保証協会の有価証券です。 

現金・預金等の流動資産は、１．９３倍で、主なものは、宅地造成事業の販売用

不動産、電気事業の資金です。 

イ 負債の状況 

 負債合計は、普通会計の１．０５倍です。 

 固定負債は普通会計の１．０５倍で、主なものは、下水道事業の地方債、(公財)

秋田県林業公社の長期借入金です。 

 流動負債は普通会計の１．１４倍で、主なものは、(公財)あきた企業活性化セン

ターの短期借入金、宅地造成事業の地方債翌年度償還予定額です。 

 純資産合計は１．１２倍となっています。 

 

普通会計と連結純計との割合を前年度と比較すると資産合計は同割合、負債合計は

０．０１ポイント減少、純資産合計は０．０１ポイント増加していますが、構成比に大

きな変動はありません。 

 

  

（単位：億円、倍）

③連結貸借対照表 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　（年度増減） H25 H24 前年比 H25 H24 前年比 H25 H24

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

資産の部

公共資産 29,839 30,265 △ 426 32,091 32,535 △ 444 1 .08 1.08

投資等 2,082 2,176 △ 94 2,250 2,370 △ 120 1 .08 1.09

流動資産 506 474 32 975 912 63 1 .93 1.92

　　合計 32,427 32,915 △ 488 35,316 35,817 △ 501 1 .09 1.09

負債及び純資産の部

固定負債 13,634 13,731 △ 97 14,269 14,378 △ 109 1 .05 1.05

流動負債 1,040 1,030 10 1,184 1,206 △ 22 1 .14 1.17

負債合計 14,674 14,761 △ 87 15,453 15,584 △ 131 1 .05 1.06

純資産合計 17,753 18,154 △ 401 19,863 20,234 △ 371 1 .12 1.11

合計 32,427 32,915 △ 488 35,316 35,817 △ 501 1 .09 1.09
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（２）連結行政コスト計算書(概要)  

 

 連結純計において、経常行政コスト４，９３８億円に対し、経常収益は５０５億円

となっており、差引の純経常行政コストは４，４３３億円となっています。 

経常行政コストは、普通会計の１．１０倍となっています。 

経常収益は、普通会計の５．５５倍となっており、これは、連結対象団体等には、

普通会計にはない事業収益等があるためです。 

 

経常行政コストを目的別に普通会計と比較すると環境衛生が１．２４倍、産業振興が

１．２３倍、生活インフラ・国土保全が１．１５倍となっています。 
 

（単位：億円、倍）

   ①連結行政コスト計算書

　　（性質別　主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

人にかかるコスト 1,382 9 1,391 107 0 33 1,529 1.01 1.11

物にかかるコスト 1,410 113 1,523 81 0 52 1,648 1.08 1.17

移転支出的なコスト 1,534 4 1,505 0 0 10 1,403 0.98 0.91

その他のコスト 161 10 170 6 1 185 359 1.06 2.23

経常行政コスト 4,486 135 4,589 193 1 280 4,938 1.02 1.10

使用料・手数料 46 0 46 0 0 0 46 1.00 1.00

分担金・負担金・寄附金 45 12 57 1 0 0 58 1.27 1.29

事業収益 0 48 48 81 1 193 302 - -

その他特定行政サービス収入 0 55 23 110 0 97 100 - -

経常収益 91 115 173 192 1 291 505 1.90 5.55

（差引）純経常行政コスト 4,395 21 4,416 1 0 △ 11 4,433 1.00 1.01

普通会計
公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人 （C）

／
（Ａ）

連単倍率

地方公社
第三

セクター
連結
(純計) （B）

／
（Ａ）

（単位：億円、倍）

　　　②連結行政コスト計算書

　　　（目的別　主体区分別）

（Ａ） （B） （C）

生活インフラ・国土保全 748 103 837 0 1 28 857 1.12 1.15

教育 1,088 0 1,088 84 0 0 1,124 1.00 1.03

福祉 699 0 699 17 0 2 711 1.00 1.02

環境衛生 249 0 249 92 0 7 309 1.00 1.24

産業振興 929 23 934 0 0 228 1,144 1.01 1.23

警察 245 0 245 0 0 0 246 1.00 1.00

総務 226 0 226 0 0 12 238 1.00 1.05

議会 12 0 12 0 0 0 12 1.00 1.00

その他 288 9 297 0 0 3 297 1.03 1.03

経常行政コスト 4,486 135 4,589 193 1 280 4,938 1.02 1.10

使用料・手数料 46 0 46 0 0 0 46 1.00 1.00

分担金・負担金・寄附金 45 12 57 1 0 0 58 1.27 1.29

事業収益 0 48 48 81 1 193 302 - -

その他特定行政サービス収入 0 55 23 110 0 97 100 - -

経常収益 91 115 173 192 1 291 505 1.90 5.55

（差引）純経常行政コスト 4,395 21 4,416 1 0 △ 11 4,433 1.00 1.01

（C）
／

（Ａ）

連単倍率

普通会計
公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター
連結

(純計) （B）
／

（Ａ）
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経常行政コストの主なものは、「人にかかるコスト」では秋田県立大学、国際教養

大学の人件費、「物にかかるコスト」では秋田県立大学の業務費、下水道事業の減価

償却費、「その他のコスト」では(株)秋田県食肉流通公社、（公社）秋田県農業公社

の売上原価等です。 

なお、「移転支出的なコスト」は普通会計と連結対象会計・団体間で、補助金や他

会計への支出を相殺消去したことにより減少しています。 

経常収益のうち主なものは、(株)秋田県食肉流通公社の売上高、電気事業の営業収

益です。 

前年度と対比すると経常行政コストは４５億円減少、経常収益は２８億円増加し、

差引の純経常行政コストは７３億円減少しています。 

 
  

（単位：億円、倍）

　　　③連結行政コスト計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　　　（性質別 年度増減） H25 H24 前年比 H25 H24 前年比 H25 H24

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

経常行政コスト 4 ,486 4,532 △ 46 4 ,938 4,983 △ 45 1 .10 1.10

人にかかるコスト 1 ,382 1,463 △ 81 1 ,529 1,625 △ 96 1 .11 1.11

物にかかるコスト 1 ,410 1,411 △ 1 1 ,648 1,634 14 1 .17 1.16

移転支出的なコスト 1 ,534 1,488 45 1 ,403 1,351 52 0 .91 0.91

その他のコスト 161 170 △ 9 359 373 △ 14 2 .23 2.19

経常収益 91 77 13 505 477 28 5 .55 6.19

使用料・手数料 46 44 2 46 44 2 1 .00 1.00

分担金・負担金・寄附金 45 33 12 58 39 19 1 .29 1.18

事業収益 0 0 0 302 293 9 － －

その他特定行政サービス収入等 0 0 0 100 100 0 － －

（差引）純経常行政コスト 4 ,395 4,455 △ 60 4 ,433 4,506 △ 73 1 .01 1.01
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（３）連結純資産変動計算書(概要)  

 

 

財源調達の主なものは、普通会計では地方税、地方交付税ですが、連結会計・団体

等では大部分が固定資産除売却損益等の特別損益です。第三セクター等では、これら

は損益計算書に計上されるものですが、総務省方式改訂モデルでは、純資産の増減と

みなします。金融資産の評価損益等、当年度の特別な要因で発生した損益について

も、行政コスト計算書ではなく、純資産変動計算書上の財源の変動として表され

ます。 

平成２５年度の連結ベースの純経常行政コスト４，４３３億円に対し、財源調達は

４，０２７億円となっています。 

  

 

平成２５年度末の連結純資産残高の普通会計に占める割合は１．１２倍となり、前

年度と比較すると０．０１ポイント増加しています。 

  

（単位：億円、倍）

①連結純資産変動計算書

（総括）

（Ａ） （B) （C）

期首純資産残高 18,154 1,703 19,800 392 7 554 20,283 1.09 1.12

純経常行政コスト △ 4,395 △ 21 △ 4,416 △ 1 0 11 △ 4,433

財源調達 4,006 6 4,012 6 0 9 4,027

資産評価替・無償受入 △ 12 △ 14 △ 26 0 0 0 △ 26

その他 0 △ 5 1 △ 15 0 0 11

期末純資産残高 17,753 1,669 19,371 382 7 574 19,863 1.09 1.12

連単倍率

普通会計
公営事業

会計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

地方公社
第三

セクター
連結

(純計) （B）
／

（Ａ）

（C）
／

（Ａ）

（単位：億円、倍）

②連結純資産変動計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　（年度増減）
H25 H24 前年比 H25 H24 前年比 H25 H24

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

期首純資産残高 18,154 18,788 △ 634 20 ,283 20,899 △ 616 1 .12 1.11

純経常行政コスト △ 4,395 △ 4,455 60 △ 4,433 △ 4,506 73

財源調達 4,006 3,816 190 4 ,027 3,834 193

資産評価替・無償受入 △ 12 6 △ 18 △ 26 △ 11 △ 15

その他 0 0 0 11 18 △ 7

期末純資産残高 17,753 18,154 △ 401 19 ,863 20,234 △ 371 1 .12 1.11
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（４）連結資金収支計算書(概要)  

 

連結純計において、経常的収支が１，３２２億円のプラス、公共資産整備収支が 

２４７億円のマイナス、投資・財務的収支が、１，０１０億円のマイナスで全体とし

て当期収支は６６億円のプラスとなっています。 

 普通会計と比較して期末資金残高は１．４３倍となっています。 

 経常的収支の主なものは、支出では(株)秋田県食肉流通公社の売上原価、県立大

学の人件費で、収入では(株)秋田県食肉流通公社の売上高、電気事業の営業収益で

す。 

 公共資産整備収支の主なものは、支出では下水道事業の公共資産整備、秋田空港タ

ーミナルビル(株)の公共資産整備支出で、収入では宅地造成事業の負担金等、下水道

事業の補助金等です。 

 投資・財務的収支の主なものは、支出では宅地造成事業の地方債償還額、(公財)

あきた企業活性化センターの借入金の返済額、収入では宅地造成事業の地方債発行

額、(公財)あきた企業活性化センターの借入金借入額です。 

 

普通会計の資金の範囲は、単体時と連結時で異なります。単体時は歳計現金のみです

が、連結時は財政調整基金と減債基金についても対象としています。よって連結資金収

支計算書の普通会計平成２５年度末資金残高は、単体時の歳計現金残高１１３億円に、

財政調整基金残高１６２億円、減債基金残高２２４億円を加えた４９９億円となってい

ます。   

（単位：億円、倍）

（Ａ） （B) （C）

468 67 535 24 1 89 648 1.14 1.38

経常的収支 1,233 24 1,253 13 0 44 1,322

公共資産整備収支 △ 217 △ 11 △ 228 △ 8 0 △ 11 △ 247

投資・財務的収支 △ 985 △ 11 △ 991 △ 2 △ 1 △ 16 △ 1,010

32 3 34 3 0 17 66

499 70 569 28 0 105 714 1.14 1.43

第三
セクター

連結
(純計) （B）

／
（Ａ）

（C）
／

（Ａ）

連単倍率

当期収支

期末資金残高

①連結資金収支計算書

　　　　　（総括）
地方公社普通会計

公営事業
会　　　計

秋田県
全　体
（純計）

地方独立
行政法人

期首資金残高

（単位：億円、倍）

②連結資金収支計算書 普通会計 連結純計 連結/普通

　　　　（年度増減） H25 H24 前年比 H25 H24 前年比 H25 H24

（A） （B) （A)-(B) （C） （D) （C)-(D) （C）/（A） （D）/（B）

468 431 37 648 621 27 1 .38 1.44

経常的収支 1,233 1,053 180 1,322 1,123 199

公共資産整備収支 △ 217 △ 169 △ 48 △ 247 △ 212 △ 35

投資・財務的収支 △ 985 △ 847 △ 138 △ 1,010 △ 875 △ 135

32 36 △ 4 66 35 31

499 468 31 714 656 58 1 .43 1.40

（普通会計の資金の範囲：歳計現金、財政調整基金、減債基金）

期末資金残高

期首資金残高

当期収支
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（Ⅲ  連結財務書類について）

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 2,237,486,523 ①普通会計地方債 1,210,175,360

②教育 182,713,665 ②公営事業地方債 33,367,184

③福祉 19,744,991  地方債計 1,243,542,544

④環境衛生 24,152,109 (2) 長期未払金 764,771

⑤産業振興 584,619,341 (3) 引当金 152,092,886

⑥警察 34,895,778 （うち退職手当等引当金） 137,879,915

⑦総務 63,891,858 （うちその他の引当金） 14,212,971

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 1,396,400,201

有形固定資産合計 3,147,504,265

(2) 無形固定資産 4,410,240 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 1,658,438 (1) 翌年度償還予定地方債 87,277,819

公共資産合計 3,153,572,943 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 532,208

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 11,872,761

(1) 投資及び出資金 56,926,695 (5) 賞与引当金 7,586,866

(2) 貸付金 60,886,936 (6) その他 1,930

(3) 基金等 85,699,926 流動負債合計 107,271,584

(4) 長期延滞債権 8,054,164

(5) その他 7,639,704 負　　債　　合　　計 1,503,671,785

(6) 回収不能見込額 △ 3,387,000

投資等合計 215,820,425

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 894,316,146

(1) 資金 56,889,948 ２　公共資産等整備一般財源等 1,697,900,082

(2) 未収金 1,235,195 ３　その他一般財源等 △ 681,518,910

(3) 販売用不動産 12,851,521 ４　資産評価差額 26,377,268

(4) その他 605,635

(5) 回収不能見込額 △ 229,296 純　 資　 産　 合　 計 1,937,074,586

流動資産合計 71,353,003

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 3,440,746,371 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,440,746,371

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　有形固定資産のうち、土地は544,728,557千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は2,714,504,053千円です。

３　財務書類４表（秋田県全体）

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち735,458,481千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているも
のです。

12,000,000

19,019,368

（１）秋田県全体の貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

10,958,136

62,843,630
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（Ⅲ  連結財務書類について）

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 1,979,997,266

純経常行政コスト △ 441,595,821

一般財源

地方税 93,213,296

地方交付税 197,478,021

その他行政コスト充当財源 29,740,241

補助金等受入 86,372,286

臨時損益

災害復旧事業費 △ 3,520,172

公共資産除売却損益 △ 1,237,260

投資損失 △ 775,974

収益事業純損失 0

その他 △ 88,290

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 2,671,775

無償受贈資産受入 93,846

その他 68,922

期末純資産残高 1,937,074,586

（３）秋田県全体の純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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（Ⅲ　連結財務書類について）

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

（４）秋田県全体の資金収支計算書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

428,884,717

0

197,478,021

0

29,247,220

141,989,236

22,638,433

6,808,245

16,556,506

109,257,284

42,654,967

6,334,253

303,583,957

93,158,795

7,226,872

0

83,830,575

34,778,052

△ 22,782,692

0

0

4,754,957

5,201,341

42,832,900

24,530,197

91,644,757

0

3,993,569

2,336,075

0

0

125,300,760

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,600,864

68,103

0

0

118,608,627

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

103,302,464

37,604,134

39,966,800

0

0

18,255,001

95,825,935

554,028

0

56,889,948

1,546,472

3,555,543

121,545,348

△ 99,097,714

0

0

53,469,594

611,616

220,643,062

3,420,354

6,113,185

103,956,676

3,216,132
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（Ⅲ  連結財務書類について）

４　財務書類４表（連結）

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 2,240,773,438 ①普通会計地方債 1,210,175,360

②教育 221,705,111 ②公営事業地方債 33,367,184

③福祉 23,318,788  地方公共団体計 1,243,542,544

④環境衛生 32,160,788 (2) 関係団体

⑤産業振興 586,050,090 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥警察 34,895,965 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 63,908,193 ③第三セクター等長期借入金 14,480,607

⑧収益事業 0  関係団体計 14,480,607

⑨その他 0 (3) 長期未払金 7,046,405

有形固定資産合計 3,202,812,373 (4) 引当金 160,238,726

(2) 無形固定資産 4,616,308 （うち退職手当等引当金） 144,102,375

(3) 売却可能資産 1,658,438 （うちその他の引当金） 16,136,351

公共資産合計 3,209,087,119 (5) その他 1,575,272

固定負債合計 1,426,883,554

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 29,184,129 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 26,359,045 ①地方公共団体 87,277,819

(3) 基金等 122,196,728 ②関係団体 661,405

(4) 長期延滞債権 8,054,164  翌年度償還予定額計 87,939,224

(5) その他 42,600,849 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 2,080,000

(6) 回収不能見込額 △ 3,387,000 (3) 未払金 4,001,300

投資等合計 225,007,915 (4) 翌年度支払予定退職手当 12,486,267

(5) 賞与引当金 8,253,151

(6) その他 3,660,948

３　流動資産 流動負債合計 118,420,890

(1) 資金 71,386,281

(2) 未収金 3,589,130 負　　債　　合　　計 1,545,304,444

(3) 販売用不動産 12,851,521

(4) その他 10,278,860 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 632,454 １　公共資産等整備国県補助金等 894,316,146

流動資産合計 97,473,338 ２　公共資産等整備一般財源等 1,705,589,110

３　他団体及び民間出資分 503,837

４　その他一般財源等 △ 640,524,681

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 26,379,516

純資産 合計 1,986,263,928

資　　産　　合　　計 3,531,568,372 負債及び純資産合計 3,531,568,372

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　有形固定資産のうち、土地は545,996,425千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は2,739,268,326千円です。

※２　普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち735,458,481千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているも
のです。

12,000,000

15,505,368

（１）連結貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

10,958,136

282,410,080
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（Ⅲ  連結財務書類について）

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 2,028,321,571

純経常行政コスト △ 443,307,678

一般財源

地方税 93,213,296

地方交付税 197,478,021

その他行政コスト充当財源 29,740,241

補助金等受入 86,791,261

臨時損益

災害復旧事業費 △ 3,520,172

公共資産除売却損益 △ 1,299,254

投資損失 △ 775,974

収益事業純損失 △ 268

その他 610,599

出資の受入・新規設立 502,387

資産評価替えによる変動額 △ 2,671,926

無償受贈資産受入 93,846

その他 1,087,978

期末純資産残高 1,986,263,928

（３）連結純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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（Ⅲ　連結財務書類について）

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

98,955,035

16,725,781

2,436,230

0

93,158,795

197,478,021

42,895,576

3,985,553

（４）連結資金収支計算書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

155,241,989

27,825,936

6,808,245

29,836,798

335,393,784

0

2,762

2,110,000

30,385,346

15,599,184

467,586,466

759,785

30,368,230

6,336,631

42,832,900

0

132,192,682

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

83,830,575

34,778,052

0

18,255,001

96,017,097

△ 24,674,130

1,320,053

120,691,227

37,795,296

39,966,800

0

6,113,185

661,405

2,615,864

1,507,170

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

1,681,422

100,841,967

25,074,580

223,732,560

554,028

91,644,757

1,167,410

2,106,991

0

397,113

1,546,472

101,616,569

3,452,495

5,041,219

71,386,281

122,778,460

△ 100,954,100

0

6,564,452

64,821,829

0
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（Ⅲ 連結財務書類について） 

５ 連結における作成の方針・基準 

 

 連結財務書類も、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、

「資金収支計算書」の４つの財務諸表と附属明細表で構成し、総務省の「総務省方式改

訂モデル」に基づく財務書類作成要領に従って作成しています。 

 

（１）連結の範囲  

  県の普通会計、公営事業会計８会計、地方独立行政法人４団体、地方公社１団

体、第三セクター等３３団体です。（２１、４７～４８ページ参照） 

（２）連結の方法 

ア 連結の様式 

普通会計、公営企業会計、地方独立行政法人、地方公社、第三セクター等を併記

式で列挙し、単純合計と純計を表示しています。 

イ 連結の基準日 

連結の基準日は、平成２５年３月３１日としています。普通会計において出納整

理期間中の出納について基準日までに処理したものとしているのに合わせ、普通会

計と各会計・団体間での出納整理期間中の出納については同様に調整しています。 

また、決算日の差異が３ヵ月を超えない場合には、連結対象法人の決算を基礎と

して連結手続を行っています。 

ウ 作成に使用した基礎数値 

各会計・団体の決算書類を基礎として「総務省方式改訂モデル」の作成方法を加

味して作成しています。主な項目と内容は、次のとおりです。 

① 貸借対照表 

a みなし償却 

  地方公営企業法の財務規定が適用される地方公営企業では、国庫等補助金で

取得した資産について「みなし償却」の処理がされるため、「みなし償却」を

行ったデータをもとに計上しています。 

b 回収不能見込額 

各会計・団体において徴収不能引当金や貸倒引当金として貸借対照表に計上

しているものを計上しています。 

c 長期延滞債権 

各会計・団体において、貸付金、未収金のうち翌年度回収見込み債権を除く

一年以上延滞債権を長期延滞債権としています。 

d 退職手当引当金 

  基本的に普通会計同様の考え方で、全職員が年度末に退職した場合の必要額

を算定し計上しています。なお、公立大学法人への県派遣職員にかかる退職手

当引当金については、普通会計貸借対照表に計上しています。 

e 賞与引当金 

未計上の会計・団体については、調査により計上しています。 

f 販売用不動産 
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（Ⅲ 連結財務書類について） 

 宅地造成事業では、地方公共団体財政健全化法における将来負担比率を算定

する際の評価基準を用いて算定しています。簿価と差額が生じた場合には、純

資産の部に評価差額を計上しています。 

② 行政コスト計算書 

減価償却費 

各団体・会計の会計基準による当該年度の減価償却費を計上しています。 

エ 会計基準固有の調整 

① 公営企業法非適用の公営事業会計（特別会計）については、貸借対照表等が整

備されていないため、普通会計の財務書類作成方法に準じて作成しています。 

② 公営企業法適用の地方公営企業会計については、貸借対照表に計上している借

入資本金を連結貸借対照表の負債に組み替え、施設利用権等は無形固定資産とし

て取り扱うほか、退職手当引当金は年度末在職職員の推計値、賞与支給予定額に

ついては引当金として計上しています。 

③ 地方独立行政法人については、貸借対照表においては、運営交付金債務等を負

債から連結貸借対照表の純資産へ修正、運営交付金から充当されるべき退職給付

見積額を引当金として計上、賞与支給実態に応じ引当金を計上するほか、地方独

立行政法人固有の会計処理を行っているものについて、所要の調整を行っていま

す。 

オ 会計間の調整事項 

純計を算出するに当たっては、連結対象会計・団体間で行われた資金の出資

（受入）、貸付（借入）、借入金の返済（回収）、補助金や委託料の支払（受

取）、その他未収金・未払金等債務と債権等の内部取引は、４９ページ以降の連

結貸借対照表内訳表等において相殺消去等の列で相殺消去しています。 

なお、連結対象会計・団体間の年間取引総額が少額（１００万円未満）である

補助金の受取（支払）、委託料の受取（支払）、他会計への繰出（繰入）は相殺

消去の対象としていません。 

その主要な事項については、「附属明細書６ 相殺消去等に含めた重要な修正

・組替等の状況」に掲載しています。 

カ その他 

① 財務諸表ごとに表示単位未満を端数処理しています。このため各会計・団体が

公表する決算書類の内訳等と一致しない場合があります。 

② 連結対象会計、団体で採用している消費税及び地方消費税の会計処理は、公営

事業会計、株式会社については税抜方式で、地方独立行政法人、（一般・公益）

社団・財団法人及び秋田県土地開発公社については税込方式となっています。 

③ 土地開発公社の公有用地は、簿価のまま組み替えています。 

④ 連結貸借対照表の純資産の部については、一括表示しています。これに連動し

て連結純資産変動計算書においても内訳ごとの開示を省略し、合計額のみ表示し

ています。 
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